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地方財源の均衡化を図り、どの地域に住む国民にも一定の行政サービスを保障するために、国税のうち所得税、法人税、酒税及び消費税のそれぞれ一定割合及び地方法人税の全額を国が地方公共団体に対して交付する税。

台風や地震などの異常な災害で壊れた公共施設を直すため、地方自治体が資金を借りるために発行する地方債。

地方公共団体間が発行した地方債の元利償還に要する経費。

職員給、議員報酬、会計年度任用職員報酬など、職員等に対し、勤労の対価、報酬として支払われる経費。

地方債
都道府県や市区町村などの地方公共団体が、1会計年度を越えて資金を借り入れる地方自治体の借金。

地方公共団体間が発行した地方債の元利償還に要する経費。

道路、橋りょう、公園、学校等の整備等社会資本の整備等に要する経費及び災害復旧に要する経費。

Administrator
テキストボックス
地方財源の均衡化を図り、どの地域に住む国民にも一定の行政サービスを保障するために、国税のうち所得税、法人税、酒税及び消費税のそれぞれ一定割合及び地方法人税の全額を国が地方公共団体に対して交付する税。
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生産年齢人口が年少人口と老年人口をどれだけ支えているかを示す指標。
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地方財源の均衡化を図り、どの地域に住む国民にも一定の行政サービスを保障するために、国税のうち所得税、法人税、酒税及び消費税のそれぞれ一定割合及び地方法人税の全額を国が地方公共団体に対して交付する税。

テキスト注釈
固定資産税の計算の基礎となる土地や家屋の価格（評価額）を、原則として３年に１度見直す制度。

地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、すべての団体が一定の水準を維持しうるように財源を保障するものとして、国が地方に代わって国税として徴収し、一定の合理的な基準によって再配分されるもの。

合併市町村が普通交付税の算定において不利益を被ることのないよう、合併前の旧市町村が別々に存在するものとみなし、それぞれの交付税を合算した額を交付する特例措置。本市においては、Ｈ28から経過措置により段階的に減少し、R2が特例最後の年となった。

国から地方自治体に配るはずの地方交付税の財源が足りないとき、その不足分を補うために、各自治体が代わりに借金（地方債）をしてまかなう仕組み。

台風や地震などの異常な災害で壊れた公共施設を直すため、地方自治体が資金を借りるために発行する地方債。

地方財源の均衡化を図り、どの地域に住む国民にも一定の行政サービスを保障するために、国税のうち所得税、法人税、酒税及び消費税のそれぞれ一定割合及び地方法人税の全額を国が地方公共団体に対して交付する税。
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職員給、議員報酬、会計年度任用職員報酬など、職員等に対し、勤労の対価、報酬として支払われる経費。

社会保障制度の一環として各種法令に基づいて実施する給付や、地方公共団体が単独で行っている各種扶助に係る経費。

地方公共団体間が発行した地方債の元利償還に要する経費。

職員給、議員報酬、会計年度任用職員報酬など、職員等に対し、勤労の対価、報酬として支払われる経費。

人件費、扶助費、光熱水費、維持補修費など毎年度連続して、固定的に支出される経費。

道路、橋りょう、公園、学校等の整備等社会資本の整備等に要する経費及び災害復旧に要する経費。

社会保障制度の一環として各種法令に基づいて実施する給付や、地方公共団体が単独で行っている各種扶助に係る経費。

都道府県や市区町村などの地方公共団体が、1会計年度を越えて資金を借り入れる地方自治体の借金。

地方公共団体間が発行した地方債の元利償還に要する経費。

会計間相互に支出される経費。企業会計に対する支出も繰出金に含まれる。

人件費、扶助費、光熱水費、維持補修費など毎年度連続して、固定的に支出される経費。

職員給、議員報酬、会計年度任用職員報酬など、職員等に対し、勤労の対価、報酬として支払われる経費。

道路、橋りょう、公園、学校等の整備等社会資本の整備等に要する経費及び災害復旧に要する経費。

地方公共団体が支出する消費的性質の経費の総称。

社会保障制度の一環として各種法令に基づいて実施する給付や、地方公共団体が単独で行っている各種扶助に係る経費。

会計間相互に支出される経費。企業会計に対する支出も繰出金に含まれる。

地方公共団体間が発行した地方債の元利償還に要する経費。

他の地方公共団体や国、法人等に対する支出。




